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はじめに
団塊の世代の高齢化が、ピークとなる 2025（平成
37）年、65 歳以上の人口の占める割合が約 3 割にな














ら取り組んできた 4 区のモデル事業を基盤に 2015（平











































































厚生労働省は、2011（平成 23）年度 10 カ所、2012









































配置された。また同年 10 月から名古屋市 8 区に在宅
医療・介護連携支援センターを、病院や休日診療所に
設置し介護支援専門員の資格もつ看護師と MSW を配
置した。その内 4 区は、中核センターとして 1 区に 3
人配置、残りの 4 区には 1 区に 2 名配置した。

























































































前 9 時から午後 5 時である。コンタクトセンターは、
その時間外の夜間や休日等に在宅療養患者から緊急な
連絡があった場合の対応をする。






27 年 9 月まで、カナミックネットワークを使用して
いたが、拡張等の限界とセキュリティ向上の必要によ























































市内 16 区の内 4 区は、2013（平成 25）年からモデ
ル事業として在宅医療拠点推進事業に取り組んでき
た。在宅医療拠点推進事業を啓蒙するために、名古
屋市医師会は、2015（平成 27）年から 16 区の各医師
会、医療機関向け、介護職員向け、市民向けの説明会
を開催した。同年、相談員が、モデル事業 4 区を含め



































は 2 つの準備が必要である。6 か月から 1 年前までの
長期のメディカルエンディングプラン（終末期医療の


















は、団塊の世代がすべて 75 歳以上となる 2025（平成
37）年には、国民の総医療費が 54 兆円になると推計
している。65 歳以上の医療費は、4.6％増で約 23 兆円
になった。高齢者の医療費の伸びの抑制が大きな課題
となっている。
今後、増加する高齢者の看取りは、どこで行うか、
誰がプランニングして行くかは、医療費抑制のための
重要な課題である。在宅において、かかりつけ医と在
宅医療・介護連携支援センターが連携して、高齢者の
看取りをプランニングしていくことが必要である。
かかりつけ医と在宅医療・介護連携支援センター
は、高齢者が、地域で自立した生活ができるように切
れ目のない医療、介護、予防、住まい、生活支援の
サービスを支援することが求められている。
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